
【【８２】海岸保全施設の老朽化対策【農林水産省・国土交通省】 （１／４）

１．施策概要

「予防保全型の維持管理」への転換に向けて、要対策施設等の対応及びライフサイクルコスト
の縮減につながる取組を推進するため、事後保全段階の海岸堤防等において、海岸保全施
設の機能の回復を図り、修繕・更新を実施する。

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 3,844 2,655 4,415 4,499 4,429 19,842

執行済額（国費） 3,844 2,600 4,041 163 10,648

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 目標値は、社会資本整備重点計画等を踏まえて設定。
・ 社会資本整備重点計画における中長期的目的の「安全・安心の確保」、「持続可能

な地域社会の形成」、「経済成長の実現」に向け、短期目標「持続可能なインフラメ
ンテナンス」の一つとして、「予防保全に向けた海岸堤防等の対策実施率」を指標と
して設定しており、令和元年度の84％から令和７年度までに87％へ引き上げる目
標としている。

・ ５か年加速化対策等に関する評価を踏まえ、第一次国土強靭化実施中期計画に
位置付けたKPIを追加。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 災害リスクの高い「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」、「日本海溝・千島
海溝周辺海溝型地震津波避難対策特別強化地域」及びゼロメートル地帯へ重点
的に予算配分することにより、限られた予算の中で最大限の事業効果発揮に努め
る。

・ 維持管理・更新に係るトータルコスト縮減を推進する観点から、長寿命化計画に新
技術の活用又は施設の統廃合を具体的に位置付けている地区に対して重点支援
を行う。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 激甚化・頻発化する自然災害に対応するため、海岸管理者ごとに地域特性を踏ま
えた海岸保全基本計画の見直しを行い、計画に基づく海岸堤防等の整備を行う。

＜地域条件等＞
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我が国は、台風の常襲地帯に
あり、地震多発地帯で津波の来
襲も多いという厳しい地理的・
自然条件にある。日本海沿岸で
は冬季風浪による海岸災害も
頻発している。また、海岸侵食
も全国的に顕在化してきており、
放置すれば貴重な国土が失わ
れることになり、その保全は極
めて重要である。

■我が国の海岸災害の特性

■災害発生リスク（主な地震の今後30年以内の発生確率）

（出典）地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震火山防災研究課）
活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧（2025年１月１日での算定）を元に作成
ＵＲＬ：https://www.jishin.go.jp/main/choukihyoka/ichiran.pdf

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【農水・国交】事後保全
段階の海岸堤防等（延
長約7,100km）の修繕・
更新率（②）

補足
指標

％ 84（R1） 86 87 87
100

（R23）
87

（R7）

５か年

【農水・国交】事後保全
段階の海岸堤防等（延
長約7,100km）の修繕・
更新率（①）

KPI ％ 84（R1） 86 87 87 -
87

（R7）

長期

【農水・国交】全国の海
岸（延長約13,800㎞）
のうち、長寿命化計画
が策定された海岸（延
長約8,200㎞）における
事後保全段階の海岸
堤防等の修繕完了率
③

KPI ％ - - - 87
100

（R28）
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

※

KPI

＜KPI・指標の定義＞

①② （予防保全段階の海岸堤防等の施設延長）／（長寿命化計画が策定された海岸堤防等の施
設延長）×100
③ （対策により事後保全段階ではなくなった海岸堤防等の延長）／（長寿命化計画が策定された海
岸堤防等の延長（約8,200㎞））×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・事後保全段階の海岸堤防等の老朽化対策を実施することで、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・アウトプット指標については、地元調整や関係者調整、物価上昇等による事業進捗の影響、
老朽化の進行等により指標の値が変化。

80％程度

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難
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施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

海岸保全施設の老朽化対策 ‐ 令和23年頃
要整備量（毎年度管理者に対して調査）と
毎年度の平均的な予算規模より算定

【８８２】海岸保全施設の老朽化対策【農林水産省・国土交通省】 （２／４）

＜目標達成見通し判断の考え方＞
事後保全段階の海岸堤防等の整備については、複数年の工期を経て完成する場合が多いこ
とから、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度のKPIの値に
反映されるため、個別の対策箇所の事業内容に応じて毎年度のKPIの値の増減幅が変わる。
令和４年度末時点で５か年のKPIの目標は達成。今後は、安定的な予算の確保の上、コスト縮
減や工期短縮の取組を推進し、早期の中長期目標達成を目指す。

＜直面した課題と対応状況＞
人口減少や厳しい財政状況下で、修繕費用や維持管理費用の抑制を図るため、コスト縮
減の取組を全国で実施し対応。

縮の取組例＞

＜加速化・深化の達成状況＞
事後保全段階の海岸堤防等（延長約7,100km）の修繕・更新率について、令和７年度まで
の目標としていた87％を令和４年度（５か年対策２年目）までに達成（令和５年度までのKPI
達成率：100％、５か年加速化対策の予算執行率：52％）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰の中で、計画当初に想定した事業量を確保するため、コス
ト縮減や工期短縮、インフラストックの適正化等の取組を推進する必要
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【KPI①】事後保全段階の海岸堤防等（延長約
7,100km）の修繕・更新率

①コスト縮減の取組事例
（高知県須崎市他高知地区）

陸閘を統廃合（３１基減）したことにより、施設の点検・操作等に
係る維持管理費用を削減【 ▲ １１０万円／年】

①コスト縮減取組事例
（高知県須崎市他高知地区）

陸閘の閉鎖の例（階段設置、スロープ設置）
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【８８２】海岸保全施設の老朽化対策【農林水産省・国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

５か年加速化対策等により実施している海岸堤防等の老朽化対策により、全国各地の海岸保全施設の機能の回復及び安全性の持続的な確保が可能となっている。

取組状況 効果事例

【新居浜港海岸 海岸メンテナンス事業（愛媛県）】

建設後35年以上が経過し、
無防食であるため、鋼矢
板の腐食が進行している
ため、被覆防食及び電気
防食を行った。本工事完
了後、施設の供用期間を
50年に見直し、施設の長
寿命化を図った。

【苫小牧港海岸 海岸メンテナンス事業（北海道）】

【佐世保港海岸 海岸メンテナンス事業（長崎県）】

建設後50年以上が経過し、著しい老朽化が進行してい
る陸閘の閉鎖を行うことで、陸閘の基数減による維持
管理費の削減及び災害時の減災能力が向上。

建設後約50年が経過し、平成28年8月台風10号では一部背後地において高潮・高波によ
る住宅、倉庫、車庫の損壊被害が発生した。嵩上げを含む海岸護岸の改良（老朽化対
策）により、高潮・高波に対する防災・減災機能が向上した。

【【８２】海岸保全施設の老朽化対策【農林水産省・国土交通省】 （４／４）

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

海岸堤防等の多くは、高度成長期に集中的に整備され、整備されてから50年以上経過した施設
が約5割あり、2040年には約8割に増加する見込みであり、今後、維持管理・更新費用が増加する
おそれがある。

今後の維持管理・更新費用を抑制するために、早期に「予防保全」の本格転換を実現する必要が
あることから、引き続き、集中的に海岸保全施設の老朽化対策を実施する。

4

＜取組状況＞
高潮による浸水被害を防ぐため、老朽化対策を実施（護岸の改良）

沖縄県の那覇港海岸では、那覇港新港ふ頭地区の海岸護岸は、本土復帰前(1972年以前)に整備された護岸で、鉄筋が腐食し護岸本体に亀裂やコンクリートの欠損が起きており、放置した場合、護岸
崩壊が進み、高潮時には背後に浸水被害が懸念されることから、老朽化対策工事を実施した。令和５年台風第６号においては、沖縄県那覇市にて過去最大級の潮位（N.P.※1+1.68m※2）を記録したが、
５か年加速化対策を活用した整備を行い、高潮による浸水被害を防止した。

＜効果発現に関するデータ＞
護岸の老朽化対策により、台風第６号の高潮による背後地の浸水被害を未然に防止。

※1 中城湾の平均海面(沖縄島の標高は中城湾の平均海面からなる) ※2 気象庁HPより

【位置図】

那覇港

8.6ha

那覇港新港ふ頭地区≪ ≫ ≪ ≫

8.6ha

0ha

1,800

0

発現効果≪ ≫≪ ≫
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【【８４】道路施設の老朽化対策【国土交通省】 （１／４）
１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

急速に進展する道路施設の老朽化に対し、ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管
理を実現する予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により確
認された修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を集中的に実
施する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞
①（橋梁の修繕に着手した数）／（橋梁の定期点検により緊急又は早期に対策を講ずべきと判定された橋梁の数）×100
②（橋梁の修繕が完了した数）／（橋梁の定期点検により緊急又は早期に対策を講ずべきと判定された橋梁の数）×100
③（修繕を完了した舗装の延長）／（路盤以下が損傷している舗装の延長（点検状況等に基づく遷移を考慮した延長）×100
④（修繕を完了した舗装の延長）／（令和２年度時点で令和３年度までに診断されると想定された路盤以下が損傷している
舗装の延長（１巡目点検（平成29年～令和３年）で修繕段階として診断されると想定された舗装の延長））×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
①地方公共団体が定期点検を実施し、緊急又は早期に対策を
講ずべきと判定された橋梁の老朽化対策をすすめることに
より、橋梁の修繕着手数が増加し、KPIが進捗。

②国または地方公共団体が定期点検を実施し、緊急又は早期に
対策を講ずべきと判定された橋梁の老朽化対策をすすめること
により、橋梁の修繕数が増加し、KPIが進捗。

③、④舗装の長寿命化を目的に、国または地方公共団体が
路盤の損傷を修繕することにより、舗装の修繕完了
延長が増加し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
KPIの分母にあたる対策を講ずべきと判定された橋梁の数は、毎年各道路管理者が行う点検に伴い増加

しており、今後の点検次第では、対象が広がり、KPIに影響する可能性がある。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】地方公共団体が管理する
道路の緊急又は早期に対策を講
ずべき橋梁の修繕措置率(①) 3

補足
指標

％ 34（R1） 61 69 74
100

（R35）
73

（R7）

【国交】国及び地方公共団体が
管理する道路における緊急又は
早期に対策を講ずべき橋梁(約
92,000橋(令和５年度末時点))の
修繕措置(完了)率( ) 4

補足
指標

％ 55（R5） - - 55
100

（R33) -

【国交】緊急輸送道路(約
110,000km)等における舗装(約
8,300km(令和５年度末時点))の修
繕措置(完了)率( )

補足
指標

％ 0（R5） - - 0
100

（R38) -

５か年

【国交】地方公共団体が管理する
道路の緊急又は早期に対策を講
ずべき橋梁の修繕措置率(①) 3

KPI ％ 34（R1） 61 69 74 -
73

（R7）

【国交】防災上重要な道路におけ
る舗装の修繕措置率（路盤以下
が損傷している舗装（令和元年度
時点：約2,700km）を対象）（④）

KPI ％ 0（R1） 45 74 88 99 -
100

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※2 R7 累計

インプット

予算額（国費） 121,000 103,300 100,500 111,500 540,200

執行済額（国費）※1 120,726 103,140 100,148 336,501

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・道路施設の老朽化対策は事後保全から予防保全へ早期に移行することで、維持管
理や更新費などの抑制を図ることが可能。

・当時事後保全段階の橋梁についても、低水準であった修繕着手を加速化するため、
令和元年度までに行った点検結果を元に、今後１年あたりに早期または緊急に措
置すべきと新たに診断される橋梁数を計算し、すべての橋梁の修繕に着手できる
年度について予算規模を踏まえて前倒しできる年度を目標値として設定した。

・令和元年時点では、修繕の着手率は34％と低水準であったが、５か年加速化の対
策や「道路メンテナンス事業補助制度」の設立により、老朽化対策が推進され着手
率は大幅に上昇。

・一方、地方公共団体が管理する橋梁だけでなく、国が管理する橋梁についても修
繕完了までは時間がかかるため、完了までは至っていない施設も多い。
また、橋梁だけでなくトンネルや道路附属物についても措置を完了させる必要があ
り、国・地方公共団体ともに予防保全へ早期に移行するために、今後は橋梁・トン
ネル・附属物について修繕完了に着目して目標を設定する必要があるが、対策完
了までの期間や必要コストには損傷状況や施工環境によって差があり、完了率を
目標として設定するには、更なる知見の蓄積が必要。

・舗装については路盤の損傷は表層を早期劣化させるため、路盤が損傷した箇所に
ついては路盤打替などの修繕により、長寿命化を推進することができる。

・国は平成29年度より５年に１回の定期点検を実施しており、その当時、緊急輸送道
路等の防災上重要な道路において、点検が１巡する令和３年度までに診断されると
想定された路盤以下が損傷している舗装の修繕を概ね完了することを目標に設定した。

・令和３年度までの点検結果では路盤以下が損傷している箇所が多く発見されたことや、令
和４年度以降の点検でも新たに路盤以下が損傷している箇所が判明しているため、１巡目に
発見された箇所の対策が終わり次第、２巡目に発見された箇所の対策が必要となる。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 橋梁については、平成26年度より国、地方公共団体ともに５年に１度定期点検を実
施しており、点検結果は判定Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳの４段階で診断している。このうち、早期ま
たは緊急に措置すべきと診断される判定Ⅲ及びⅣの橋梁を優先して対策を実施。

・舗装については、平成29年度より国は５年に１度定期点検を実施しており、点検結
果は判定Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ-1, Ⅲ-2までの４段階で診断している。このうち、路盤以下の層
が損傷していると想定される判定Ⅲ-2の箇所を優先して対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地域条件によらず、施設ごとの点検結果により、早期または緊急に措置すべき橋
梁や路盤を優先して対策を推進

＜地域条件等＞

1

判定区分 段階

Ⅰ 健全 -

Ⅱ 予防保全段階 予防保全段階

Ⅲ 早期措置段階
事後保全段階

Ⅳ 緊急措置段階

地方公共団体が管理する橋梁の判定区分の割合（令和５年度時点）

※
※

42% 51% 7% 0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(661,073)

※3 修繕措置率は修繕着手数により算出
※4 修繕措置率は修繕完了数により算出

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等、修繕工事にかかる費用も増加しているが、新技術の活
用などによるコスト縮減や工期短縮の取組を実施し対応。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
橋梁の修繕措置率については、修繕着手率を元に集計している。
５か年加速化対策以外にも道路メンテナンス事業補助制度の成立など、老朽化
対策は加速化し、令和５年度末時点の着手率にて、KPIは達成。
KPIは修繕に着手した割合であるため、予算執行後すぐにKPIへ反映される。
舗装の修繕措置率については、舗装の修繕完了を元に集計している。
令和5年度末時点の進捗状況は順調であり、令和元年に想定した2,700kmの修繕
については、概ね完了する見込みである。
KPIは修繕が完了した割合であるため、予算執行に少し遅れて完了率は上昇する。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①新技術活用によるコスト縮減や工期短縮
取組事例
（秋田県南秋田郡五城目町 磯の目大橋）

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

地方公共団体が管理する道路
の緊急又は早期に対策を講ず
べき橋梁の修繕

令和43年度 令和35年度
すべての緊急又は早期に対策を講ずべき
と診断された橋梁の修繕に着手できる時期

防災上重要な道路における舗
装の修繕

令和39年度 令和７年度
令和３年度までに発生すると考えられた
2,700kmの舗装修繕を完了する時期

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、地方公共団体が管理する道路の緊急又は早期に対策を講ず
べき橋梁の修繕は８年、防災上重要な道路における舗装の修繕は32年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可
能となるよう、コスト縮減等の工夫を図る対応が必要

【８８４】道路施設の老朽化対策【国土交通省】 （２／４）

①新技術活用による工期縮減
取組事例

（秋田県南秋田郡五城目町
東磯ノ目 磯の目大橋）

早期に強度を発言する新技術を活
用することで、従来技術と比較して、
工期を２日短縮

222

修繕 完 割合 あ 、予算執行 少 遅 完 率

12,486

103,900
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令和元年時点 令和５年時点

管理者
措置が必要
な施設数

措置着手済の
施設数

措置が必要な
施設数

措置着手済
の施設数

国土交通省 3,427
2,359

3,340
3,340

69 100

高速道路会社 2,538
1,202

2,532
2,532

47 100

地方公共団体 62,873
21,376

60,482
50,129

34 83

合計 68,838 24,937(36%) 66,354 56,001(84%)

【８８４】道路施設の老朽化対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

５か年加速化対策等により実施している老朽化対策により、老朽化対策は確実に進捗している。

〇道路メンテナンス事業補助制度や５か年加速化対策等により全国で老朽化対策を集中的に実施

将来期待される効果

取組状況

〇老朽化対策を集中的に実施した結果、着手率は大きく向上

１巡目点検（平成26～30年）で判定区分Ⅲ、Ⅳと診断された橋梁の修繕着手率

※1 Ⅲ Ⅳ
※KPI Ⅲ Ⅳ

老朽化対策の実施例

〇早期又は緊急に措置を講ずべき施設（判定区分Ⅲ、Ⅳ）の対策を推進することで、機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じる「事後保全」から、施設の機能や性能に不具合
が発生する前に修繕等の対策を講じる「予防保全」による管理へ移行し、ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管理を実現することができる。

機
能

（
健
全
性
）

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ 期間

事後保全と予防保全のサイクルイメージ
橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合

（全道路管理者・令和５年度時点）

早期又は緊急に措置を講ずべき施設（判定区分Ⅲ、Ⅳ）の対策を
推進することで、予防保全段階（判定区分Ⅱ）での管理を目指す。

地方公共団体のⅢ・Ⅳ判定橋梁の措置完了数推移イメージ

措置完了

－7000橋
新たなⅢ・Ⅳ

＋5000橋
判定区分Ⅲ・Ⅳ

措置未完了

（約38,000橋）

2023年度末時点
1年後

判定区分Ⅲ・Ⅳ

措置未完了

（約40,000橋）42%

3%

35%

50%

68%

53%

8%

29%

12%

0.1%

0.2%

0.04%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(723,552)

トンネル

(11,223)

道路附属物等

(41,458)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

【【８４】道路施設の老朽化対策【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

長崎県の矢上大橋では、本対策において実施した橋梁修繕によって、第１次緊急輸送道路である国道251号を災害発生時にも交通機能の確保が期待できる。
また、国道251号の周辺地域においては、他にも老朽化対策を実施し、路線として、災害発生時に老朽化が原因で通行止めが生じないよう、交通機能の確保が期待できる。

＜取組状況＞

本対策により、支承取替工等を完了。
＜当該エリア内の関連施策の実施状況＞

国道251号では、他にも早期または緊急に措置が必要と診断された橋梁

７橋の老朽化対策を実施しており、災害発生時における交通機能の確保

を期待

R5年度末時点で、地方公共団体が管理する道路の緊急又は早期に対策を講ずべき橋梁の修繕措置率は74%（5か年目標73%）
R6年度末時点で、防災上重要な道路における舗装（路盤以下が損傷している舗装（令和元年度時点：約2,700km）の修繕措置率は99%（5か年目標100%）

橋梁・トンネル・附属物の老朽化については、予防保全へ早期に移行することで、維持管理や更新費などの抑制を図るため、国管理施設も含めて、点検後すみやかに対策
が完了ができるよう継続して推進していく必要がある。
舗装の老朽化対策については、新たに路盤以下が損傷している箇所が判明しており、また、近年では、気候変動を要因とした路盤の凍結・融解が、舗装損傷を誘発するこ
とも確認されている。これらの路盤以下の損傷が確認された箇所の対策を継続して推進していく必要がある。
標識等の小規模附属物についても、引き続き、必要な修繕等措置を推進していく必要がある。

橘湾

全景写真

支承の腐食 支承の取替

矢上大橋

橘湾

11111111

251511115

34

251

34

・早期または緊急に措置が必要と診断され、
５か年加速化対策にて老朽化対策を実施している道路施設
矢上大橋、飛子橋、栗谷橋、新栄橋、今木場橋、瑞穂橋

国
道
34
号

国第国
道道
4

国
道

第第
1

号

道
3433
道道111

次
緊
急
輸
送
道
路
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【【８５】都市公園の老朽化対策【国土交通省】 （１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

都市公園において事故を防止しつつ、ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管理を
実現するため、インフラ長寿命化計画に基づく老朽化対策を進め、予防保全型管理への移行
を図る。また、都市公園における老朽化対策を着実に実施することで、発災後の避難地や防
災拠点としての機能を確保する。

※ ,

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 12,517 5,413 4,859 2,251 2,361 27,401

執行済額（国費） 12,395 5,397 4,803 73 22,669

２．予算の状況（加速化・深化分）

1

KPI
＜KPI・指標の定義＞

①（緊急度の高い老朽化した公園施設の改修等の対策を実施できている都市公園の数）／（インフラ長寿命化計画を策定済みの都市公園の数（令和元年度時点：約66,000公
園））×１００

②（緊急度の高い老朽化した公園施設の改修等（更新・撤去・集約化）の対策を完了した都市公園）／（インフラ長寿命化計画を策定済みの都市公園（令和５年度時点：約
75,000公園（現行約66,000公園に加えて約10,000公園）））×１００

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

インフラ長寿命化計画に基づき、緊急度の高い老朽化した公園施設の改修等の対策が進むことで、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

５か年対策の推進のほか、各地方公共団体がインフラ長寿命化計画に基づき老朽化対策を実施することにより、指標の値が向上。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】インフラ長寿命
化計画を策定済みの
都市公園（令和元年度
時点：約66,000公園）
のうち、緊急度の高い
老朽化した公園施設
の改修等の対策を実
施できている都市公園
の割合（①）

補足
指標

％ 31（R1） 49 56 58
100
（R9）

80
（R7）

５か年

【国交】インフラ長寿命
化計画を策定済みの
都市公園（令和元年度
時点：約66,000公園）
のうち、緊急度の高い
老朽化した公園施設
の改修等の対策を実
施できている都市公園
の割合（①）

KPI ％ 31（R1） 49 56 58 -
80

（R7）

中長期
（見直
し）

【国交】インフラ長寿命
化計画を策定済みの
都市公園（約75,000公
園(令和５年度末時点)）
のうち、緊急度の高い
老朽化した公園施設
の改修等の対策を完
了した都市公園の割
合（②）

補足
指標※

％ 51（R5） - - 51
100

（R12）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

※

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・発災後の避難地や防災拠点としての機能を確保する観点のほか、発災時における
公園施設の損壊等を契機とした事故を未然に防ぐ観点から、５か年加速化対策に
より、インフラ長寿命化計画に基づく老朽化対策を前倒しして実施する必要がある。
このため、令和元年度時点の調査で、インフラ長寿命化計画を策定済みの都市公
園（約66,000公園）を対象とし、地方公共団体が実施可能な事業量等を勘案した上
で、当該都市公園における対策を令和9年度までに完了することを目標としている。

・令和５年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しは未実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・インフラ長寿命化計画に基づく予防保全的な管理を実施しており、緊急度の高い老
朽化した公園施設の改修等を行う事業に限り、予算を投入。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 各地方自治体の策定するインフラ長寿命化計画に基づき、都市公園において事故
を防止しつつ、ライフサイクルコストの低減や持続可能な維持管理を実現するため
に必要な対策を実施。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
・ 人口減少・少子高齢化等を踏まえた地域のニーズへの対応や、維持管理の効率化の観点か

ら、緊急度の高い老朽化した公園施設を単純に改修を実施するのではなく、長寿命化対策にあ
わせて公園施設の再編・集約化を実施する等の工夫を図っている。

公園施設の再編・集約化の取組事例 （福岡県飯塚市）

５か年対策による公園施設の長
寿命化対策を実施するとともに、
「飯塚市公園等ストック再編計画」
に基づき、公園の再編（再整備、
維持、統合集約・機能分担、用途
変更） を実施することで、人口減
少や施設の老朽化に対応した公
園等の安定した維持管理や公園
機能の維持を推進。

飯塚市公園等ストック再編計画

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

2

＜目標達成見通し判断の考え方＞
これまでの５か年加速化対策により、着実に老朽化対策は実施されているが、KPI
は、個々の都市公園において、緊急度の高い老朽化した公園施設の改修等の対策
が全て実施された際に進捗するものであり、一つの公園において一部の公園施設
の対策を実施しただけでは進捗しないものとなっている。後年度においても着実に
対策を進めることで、各公園における老朽化対策が全て完了し、KPIの値に反映さ
れる。

達成見通し □達成の見込み 課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

インフラ長寿命化計画を策定済
みの都市公園における、緊急
度の高い老朽化した公園施設
の改修等

令和12年度 令和９年度
令和元年度時点で必要とされた事業規模と
毎年度の平均的な予算規模より算定

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、完了時期を３年前倒し。

【８８５】都市公園の老朽化対策【国土交通省】 （２／２）

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
特になし

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

＜取組状況①＞
遊具の老朽化対策を実施することは、災害時に避難生活が長期化する場合において、多

様な世代が体を動かすことができる都市公園の機能を維持することにつながり、劣悪な避

難生活環境や不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・心理状態の悪化を低

減する効果が期待できる。

北海道網走市内には65箇所の都市公園があるが、その多くは建設から30年以上が経過し、

公園施設の老朽化が顕著となっていた。本対策により、緊急度の高い公園施設について

長寿命化対策を実施し、利用者の誰もが安全で安心して利用できる都市公園を構築した。

＜取組状況②＞
国営武蔵丘陵森林公園では、公園内に電力供給している受変電設備について、設置から

３５年が経過しており、災害時における電力供給機能の発揮が懸念されていた。

本対策により、老朽化施設の更新を実施し、信頼性の高い電力供給が可能となり、通常

時の来園者の快適かつ安全な利用及び、災害時等の円滑な避難誘導や防災拠点として

の機能の確保が期待される。

②効果事例の概要（個別地域の例）

令和５年度時点で、約38,000箇所の都市公園において、緊急度の高い老朽化した公園施設

の改修が完了している。

④目標達成の見通し

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

・進捗状況やこれまでの成果をよく検証し、令和７年度の目標達成を目指す。
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【【８８６】】老朽化した公営住宅の建替等による防災・減災対策【国土交通省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

公営住宅ストックの老朽化が急速に進んでおり、直近３年間で築50年超の公営住宅は2.3倍に
増加。更新が進まなければ、老朽化がさらに加速し、安全性が確保できないおそれがある。そ
のため、特に老朽化した高経年の公営住宅の建替をさらに重点的に支援する。

KPI

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

中長期

【国交】特に老朽化した
高経年の公営住宅の
更新の進捗率（①）

補足
指標

％ -（R2） 26 53
調査
中

調査
予定

100
（R12）

85
（R7）

【国交】特に老朽化した
公営住宅団地（全国の
公営住宅：5,500団地
（令和６年度時点想
定））の更新や老朽化
対策のための改修の
完了率 （②）

補足
指標

％ - - - -
100

(R12)
100

(R12)

５か年
【国交】特に老朽化した
高経年の公営住宅の
更新の進捗率（①）

KPI ％ -（R2） 26 53
調査
中

調査
予定

-
85

（R7）

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜地域条件等＞

1

指標 R3 R4 R5 R6※ R7 累計

インプット

予算額（国費） 3,200 1,000 10,060 1,196 6,506 21,962

執行済額（国費） 3,172 987 10,059 14,631

※

■R2～R5に交付金・補助金を執行した都道府県
北海道・東京都・神奈川県・石川県・山梨県・岐阜県・
愛知県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良県・岡山県・
広島県・福岡県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・
鹿児島県・沖縄県

＞

1

付金・補助金を執行した都道府県
都・神奈川県・石川県・山梨県・岐阜県・
府・大阪府・兵庫県・奈良県・岡山県・
県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県・
縄県

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・今後５年間における建替え戸数について、策定当時の予算規模のペースであれば
15,000戸であるところ、本対策により追加で4,500戸を支援し、建替えの加速化（３
割増）を図るとして、目標値を設定。

・KPIの分母は、公営住宅の築年数の経過により毎年度変化する。
・KPIの対象外である築後50年を経過していない公営住宅においても安全性が確保

できないおそれがあるため、引き続き、自治体の実情等を踏まえ、KPI・目標値の
設定について検討を行う。

予算投入に
おける配慮
事項

・従前居住者や周辺住民からの理解を要するため、公営住宅の建替えについて、地
域住宅計画に盛り込むことを求めている。

地域条件等
を踏まえた
対応

・地域によらず、予算措置の状況を踏まえて対応している。

＜KPI・指標の定義＞
① （特に老朽化した高経年の公営住宅の更新戸数）／（更新が予定されている公営

住宅※1のうち、特に老朽化した高経年の公営住宅※2の戸数）×100
② 令和12年度までに、更新や老朽化対策のための改修が予定されている公営住

宅団地数に対し、更新や老朽化対策のための改修を実施した団地数の割合
※1 「更新が予定されている公営住宅」とは、地方公共団体が長寿命化計画等において建て替えること

を位置付けている住宅等を指す
※2 「特に老朽化した高経年の公営住宅」とは、築後50年を経過した高経年の公営住宅で、耐震性がな

い、劣化しているなど、特に老朽化した住宅を指す

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

地方公共団体が実施する公営住宅ストックの建替等事業を追加支援することによっ
て、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
公営住宅の築年数の経過により指標の値が変化。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
将来の人口等を踏まえた管理戸数の適正化や高齢化に伴う居住ニーズに対応した整備が
求められる。
周辺環境や地域の特性に応じた整備計画の策定、居住スペース、設備、バリアフリー化等
の改善を実施。

＜コスト縮減や工期短縮等の取組例＞
該当なし

＜目標達成見通し判断の考え方＞
公営住宅の建替えについては、複数年の工期を経て完成する場合が多いことか
ら、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度の
KPIの値に反映されるため、個別の対策箇所の事業内容に応じて毎年度のKPIの
値の増減幅が変わる。公営住宅は昭和40年代に建設がピークとなり、2020年代
に築50年を迎え始めている。そのため、建替に関する検討がこれまで以上に見込
まれることから、後年度に目標を達成する見通しである。なお、建替え計画の策
定には従前居住者の意向や地域の実情を踏まえた検討が必須となる。＜長寿命化計画策定等の取組例＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

特に老朽化した高経年の公営
住宅の更新

令和16年度 令和12年度

今後５年間における建替え戸数につ
いて、策定当時の予算規模のペース
であれば15,000戸であるところ、本対
策により追加で4,500戸を支援し、建
替えの加速化（３割増）を図るとして、
完了時期を設定。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
該当なし

【８８６】老朽化した公営住宅の建替等による防災・減災対策【国土交通省】 （２／４）

①大分県中津市
（中津市公営住宅等長寿命化計画）

②京都府桃陵市
（桃陵市営住宅団地）

団地内高低差や設備の不足、バリアフ
リー化未対応を課題に上げ、周辺地域と
一体化したゾーニング計画を検討

人口減少、地域ごとの民間住宅の住戸
数や居住ニーズを踏まえた長寿命化計
画を策定

②京都府桃陵市 ③愛知県豊橋市

①大分県中津市

③愛知県豊橋市
（西口住宅）

エレベーター未設置の4・5階建て9棟
327戸の住棟を除却し、7階建て4棟265
戸に建替え

本対策により完了時期を４年前倒し

※

412

0（R6）

239



【【８６】老朽化した公営住宅の建替等による防災・減災対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

全国的な公営住宅の集約・建替の動き ※計画される代表的な事例（予定を含む）
公営住宅を含む建物の耐震基準は1981年に改正されており、現行の耐震基準で更新されることで、より安全性を確保する。

【神奈川県】
県営上溝団地

【神奈川県】
県営追浜第一団地

【愛知県】
県営大森向住宅

【兵庫県尼崎市】
市営若草住宅
（事業背景）耐震性に課題がある高層住宅及び中層ラーメン構造住宅について、順次、建替え、耐震改修又は廃止することとしている。

【長崎県】
県営川口アパート
（事業背景）耐震性の不足により、災害時における住宅入居者の安全確保が困難な状況となって
おり、また、地震等の災害により同住宅が倒壊した場合、緊急輸送道路となっている国道が閉塞
する懸念もある。

【大分県】
県営明野住宅
（事業背景）昭和41年から昭和45年にかけて整備され、建
設から50 年以上が経過して多くの住棟が更新時期を迎え
ている。

【愛知県】
県営東高森台

【愛知県名古屋市】
市営東芳野荘

【神奈川県横浜市】
市営野庭住宅

【大阪府八尾市】
市営西郡住宅

【京都府】
府営住宅向日台団地

【兵庫県尼崎市】
市営若草住宅

【大阪府東大阪市】
市営北蛇草住宅Ｃ棟建替事業

【大阪府】
府営堺宮山台４丁第３期住宅

【大阪府豊中市】
市営西谷住宅

【大阪府東大阪市】
市営荒本住宅

【兵庫県】
県営青木高層･鉄筋住宅

【長崎県】
県営西諫早団地

【熊本県熊本市】
市営高平団地・大窪団地

関西地方の代表的な事例

関西地方のその他の代表的な事例

九州地方の代表的な事例

九州地方のその他の代表的な事例

関東地方の代表的な事例 中部地方の代表的な事例

【【８６】老朽化した公営住宅の建替等による防災・減災対策【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

進捗状況やこれまでの成果をよく検証し、令和７年の目標達成を目指す。

実施主体：兵庫県神戸市

実施場所：兵庫県神戸市北区

事業概要：昭和44年～47年に建設され、老朽化が進む階段室型耐火構造（５
階建て）の市営住宅について、安全性の確保と良好な市営住宅ストック形成の
ため、神戸市強靭化計画、第２次市営住宅マネジメント計画に基づいて、中～
高層耐火構造の市営住宅へと集約建替を実施。

事 業 費 ：約267億円
（うち５か年加速化対策（加速化・深化分）約179億円）

効 果：老朽化した公営住宅を現行の耐震・耐火基準に適合させることによ
り、地震発生時の建物被害を防止し住民の安全を確保するとともに、起伏のあ
る団地内を貫くバリアフリーな通路を整備することで、非常時の避難行動がよ
り安全なものとなります。

桜の宮周辺地区地域居住機能再生推進事業

建替前 建替後

■ 建替えの配置計画

■ 外観
建替前 建替後
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【【８７】港湾における老朽化対策【国土交通省】（１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

予防保全型維持管理の実現に向けた老朽化対策を推進し、平時・災害時の海上交通ネット
ワークの維持、港湾施設の安全な利用等を確保する。

KPI
＜KPI・指標の定義＞

・予防保全型の対策を導入し、機能の保全及び安全な利用等が可能となった港湾施設の
割合（予防保全型の対策を導入し、機能の保全及び安全な利用等が可能となった施設数
／老朽化した港湾施設数）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・予防保全事業等の老朽化対策事業及び老朽化にも資する改良事業により、点
検診断結果が性能低下度Aであった施設の機能が改善（性能低下度B,C,D）され、
KPIが進捗する。（A：施設の性能が相当低下している状態、B：施設の性能が低下している状態、C：変状はあるが、

施設の性能の低下がほとんど認められない状態、D：変状は認められず、施設の性能が十分に保持されている状態）

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・老朽化している施設について対策を講じることによりKPIに直結することから対
策以外に影響を与える要素はない。

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】老朽化した港
湾施設（約25,000施
設）のうち、予防保全
型の対策を導入し、機
能の保全及び安全な
利用等が可能となった
割合

KPI ％ 83（R2） 84 85 85 -
87

（R7）

中長期

【国交】全国の港湾
（932港）における老朽
化した港湾施設（約2.5
万施設）の予防保全対
策の完了率

KPI ％ - - - 85
100

(R29)
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・性能低下度がＡと判定された施設の必要事業費に対し、5か年加速化対策により前
倒しで事業費を投入した場合に性能低下度Ａ以外の施設が100％となる年度を
2048年と設定。

・国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）（第二期）では、予防保全型メンテナ
ンスサイクルへの転換を図るため、措置が必要な施設に対し、機能の回復を図る
こととし、早期に対策を講ずべき施設の修繕等の実施率が令和7年度までに87％と
なるよう取り組むとしている。

・「第１次国土強靱化実施中期計画」の策定に際し、中長期の目標を再設定した。

予算投入に
おける配慮
事項

・港湾管理者が管理する港湾施設について、合理的な理由がなく個別施設計画が未
策定または個別施設計画に基づく適切な維持管理がなされていない、若しくは個別
施設計画にライフサイクルコストの縮減に関する方針やコスト縮減の見込まれる新
技術の導入についての検討が未記載の場合は補助対象としない。

・また、既存施設の統廃合、機能の集約及び転換や、新技術等の活用などの短期的
な数値目標及びそのコスト縮減効果を個別施設計画に記載するための検討にかか
る費用の支援（港湾メンテナンス事業）を実施。（令和7年度までの時限措置）

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 建設後50年が経過し、老朽化した港湾施設の割合は今後も加速度的に増加すると
見込まれることから、今後各施設の老朽化調査結果に基づき対応。

＜地域条件等＞

1

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 19,411 13,831 9,233 9,128 - 51,603

執行済額（国費） 19,274 13,803 8,830 456 42,363

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
整備岸壁数

建設後50年以上経過する岸壁数

（累積による見通し）

建設後50年以上経過する岸壁数の推移

※国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要
港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深4.5m
以深）：国土交通省港湾局調べ
※竣工年不明施設（約100施設）につい
ては上記の各グラフには含めていない

2020年 2040年

約７割

約２割

建設後50年以上経過する岸壁の割合

：建設後50年以上

：建設後50年未満

※

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜目標達成見通し判断の考え方＞
■港湾施設の整備・改良については、複数年の工期を経て完成する場合が多く、ま

た、性能低下度の改善を確認する点検は、維持管理計画に基づき実施されること
から、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず、後年度
のKPIに反映されるため、毎年度のKPI値の増減幅が変わる。

■昨今の物価高や人件費の高騰等の課題に対し、コスト縮減の取組を行うことで進
捗を図る。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

②コスト縮減、工期短縮の取組事例
（青森県青森市 青森港本港地区）

達成見通し □達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

老朽化した港湾施設における、
予防保全型の対策の導入

令和32年度 令和30年度

5か年加速化対策により前倒しで事業
費を投入した場合に性能低下度Ａ以
外の施設が100％となる年度として設
定。

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の工夫の継続が必要

【８８７】港湾における老朽化対策【国土交通省】 （２／４）

②コスト縮減、工期短縮の取組事例
（青森県青森市 青森港本港地区）

橋梁用伸縮装置に新技術を用いること
で従来技術と比べコスト縮減および工
期短縮が図られた。【▲1,206千円/10m、
1日短縮】

①コスト縮減の取組事例
（宮崎県日南市 油津港東地区）

岸壁改良工事の際に、防食工法に新技
術を用いることでコスト縮減が図られた。
【24千円/m2】

①コスト縮減の取組事例
（宮崎県日南市 油津港東地区）

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。

■本対策により完了時期を２年前倒し

港湾施設における老朽化対策
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【【８７】港湾における老朽化対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

■5か年加速化対策等により実施している港湾施設の老朽化対策により全国各地の港湾施設で機能の保全及び安全な利用等が可能となっている。

取組状況 効果事例

【大阪港予防保全事業】

建設後50年以上が経過し、著しい劣化が確認されて
いた大正内港地区岸壁（-7.5m～-9.5m）の上部工及
び脚柱部等の改良を行うことで安全な荷役を確保。

【茨城港日立港地区第1ふ頭地区B・C岸壁改良事業】

老朽化により一部立ち入
りを制限をされていた岸
壁の上部工打替えと係船
柱等の更新（最新基準に
適合するよう規格アッ
プ）をすることで、立ち
入り制限の解除及び港湾
計画で設定している対象
船舶の接岸が可能となっ
た。

整備前 整備後

加速度的に進行する港湾施設の老朽化対策を集中的・計画的に実施するた
め、予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策を重点的
かつ集中的に実施。

【境港予防保全事業】

施設の老朽化により陥没等が発生し、利用制限を行うなど荷役作業に支障を来していた岸
壁の舗装工を実施。プレキャスト舗装を採用することで工事中の利用制限を最小限とした。

性
能

施設を供用できる性能限界

供用期間

施設の長寿命化
予防保全的な維持管理へ転換

改良工事

（コスト小）

当初のライフサイクル（設計供用期間）

抜本的な

更新工事

（コスト大）
施設の

性能劣化曲線

■予防保全型維持管理への転換

施設の老朽化状況、利用
状況、優先度等を考慮し
たうえで、港湾単位で予
防保全計画を策定し、こ
れに基づいて計画的かつ
効率的に改良工事を行う
ことにより、ライフサイク
ルコストを抑制しつつ、
個々の施設の延命化を
図る。

■既存ストックを活用したふ頭機能の再編・効率化
既存ストックの統廃合、機能の集約化や必要なスペック見直し等により、修
繕費用や維持管理費用の抑制を図り、効率的なふ頭へ再編する。

再
編
前

再
編
後

【８８７】港湾における老朽化対策【国土交通省】 （４／４）

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

福岡県北九州市の北九州港響灘東地区の岸壁（水深10m）は、築造後40年以上が経過しており、老朽化によるエプロンのクラックや沈下による水たまりが発生し、平時・災害時ともに船荷の揚げ降ろし
を行う荷役場所が制限されていたが、上部工や舗装工等の老朽化対策を実施したことで、岸壁の機能が回復し、安全な利用が可能となり荷役制限が解消された。

83.1

123.3

0
20
40
60
80

100
120
140

R3 R4

荷役場所の制限やダンプトラック等の迂回による非効率な
荷役を解消することによって、当該岸壁の年間取扱貨物量
が対策前と対策後で約48％増加。

■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減を工夫しつつ、
平時・災害時の海上交通ネットワークの維持、港湾施設の安全な利
用等を確保するため、引き続き老朽化対策を実施し、令和７年度の目
標達成を目指す。

※国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾、地方港湾の公共岸壁数（水深4.5m以
深）：国土交通省港湾局調べ
※竣工年不明施設（約100施設）については上記の各グラフには含めていない

2020年 2040年

約７割

約２割

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
整備岸壁数

建設後50年以上経過する岸壁数

（累積による見通し）

建設後50年以上経過する岸壁の割合

：建設後50年以上

：建設後50年未満

建設後50年以上経過する岸壁数の推移
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【【８８】予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策【国土交通省】 （１／４）

１．施策概要

３３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年度までの施設検査の結果、耐用年数を超えて使用している又は老朽化が認められ
る施設の長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を実施する。

※

指標
位置
づけ

単位
現状値（年度）
※計画策定時

R3 R4 R5 R6 R7
うち5か年

アウト
プット

５か年

【国交】令和元年度まで
の施設検査の結果、耐
用年数を超えて使用して
いる又は老朽化が認め
られ、予防保全が必要
な鉄道施設（令和元年
度時点：約180施設）の
老朽化対策の完了率
（①）

KPI ％ 14（R2） 33 52 63 -
100
（R7）

アウト
プット

中長期
（見直
し後）

【国交】耐用年数を超えて

使用し、又は老朽化が
認められ、予防保全が
必要な鉄道施設(約470
所）の老朽化対策の
完了率（②）

補足
指標

％ 27（R5）
100

（R18）
-

アウト
プット

中長期
（見直
し後）

補足
指標

％ 0（R6）
100

（R54）
-

アウト
カム

中長期 - - - - - - - - -

指標 R3 R4 R5 R6※ R7※ 累計

インプット

予算額（国費） 145 841 368 367 437 2,158

執行済額（国費） 137 820 350 0 1,308

２．予算の状況（加速化・深化分）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ①については、令和元年度までの施設検査の結果に基づき、予防保全が必要な
鉄道施設の老朽化対策の完了率として、５か年加速対策期間及び中長期の目標
値として、令和７年度までに100%を目標としている。

・②については、令和5年度までの施設検査の結果に基づき、予防保全が必要な鉄
道施設の老朽化対策の完了率として、中長期の目標値として、令和18年度までに
100%を目標としている。

・③について、令和5年度までの施設検査の結果に基づき、予防保全が必要な青函ト
ンネル施設の老朽化対策の完了率として、中長期の目標として、令和54年度まで
に100％を目標としている。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 鉄道施設については、鉄軌道事業者において、「鉄道に関する技術上の基準を定
める省令」に基づいて２年に１度検査を行うよう、国から鉄軌道事業者に対して指
導している。

・ また、対策の実施にあたっては、関係者との協議等が必要になる場合もある。
・ したがって、各鉄道事業者において、施設検査による健全度判定結果を踏まえ、

実施環境が整った箇所から優先的に、老朽化対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

・ 地域条件によらず、施設点検による健全度判定結果を踏まえ、実施環境が整った
箇所から優先的に、老朽化対策を実施。

＜地域条件等＞

1

KPI
＜KPI・指標の定義＞
・（老朽化対策を完了した鉄道施設（もしくは青函トンネル施設）の数）／（耐用年数を超えて使
用している又は老朽化が認められるような、予防保全が必要な鉄道施設（もしくは青函トンネル
施設）の数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
・鉄道事業者が施設検査を実施し、耐用年数を超えて使用している又は老朽化が認められる
ような、予防保全が必要な鉄道施設の老朽化対策を実施することにより、鉄道施設の老朽化
対策の完了率が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・現在のKPI・指標値については、令和元年度までの施設検査結果によるものであり、令和２年
度以降の鉄道施設の検査結果に基づき、新たな要対策箇所が生じているものと考えられる。

○ 構造物の状態と
標準的な健全度
の判定

1

※ トンネルの場合は、上記
に加えて、剥落に関する
変状の状態と標準的な
健全度の判定を実施。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成の見通し

＜直面した課題と対応状況＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組や工期短縮の取組を実施。

＜目標達成見通し判断の考え方＞
令和５年度末時点のKPIは60%を超えており、進捗状況は順調。
令和元年度時点で老朽化対策が必要である１８０施設については、現状のペースで
対策が進捗すれば、目標年度である令和７年度までに対策は概ね完了する見込み。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成見通し 達成の見込み □課題への対応次第で達成は可能 □達成は困難

2

施策名
当初計画における

完了時期
加速化後の
完了時期

完了時期の考え方

予防保全が必要な鉄道施設
（令和元年度時点：約180施設）
の老朽化対策

令和９年度 令和７年度
要対策施設数（令和元年度までに対策の
必要性が生じた施設）と毎年度の平均的な
予算規模等により算定

＜加速化・深化の達成状況＞
令和元年度時点で老朽化対策が必要である１８０施設については、現状のペースで
対策が進捗すれば、目標年度である令和７年度までに対策は概ね完了する見込み。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
昨今の物価高や人件費の高騰等も踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
令和２年度以降に新たに判明した予防保全が必要な鉄道施設も生じている。これ
らの施設の老朽化対策の推進を図る必要がある。
また、青函トンネルも工事着手から５０年以上経過し、老朽化が顕著になっている
ところ。
これらを踏まえ、実施中期計画に向けた指標の見直しを行ったところ、見直し後の
目標の推進が必要。

【８８８】予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策【国土交通省】 （２／４）

100

0高速道路中央分離帯の昼夜車線規制
について、隣接区間を施工する他社と
の相互相乗りでの車線規制により、規
制機材設置等に係る費用を縮減
【▲３００万円】

高欄改築工事の工法について、FRP高
欄工法の採用により、他工法と比較して
費用を縮減するとともに、列車運行と作
業を分離する仮設囲いを設置することに
より、列車影響を受けずに施行を可能と
することで工期を短縮【▲約１．１億円、
約６か月短縮】

①コスト縮減取組事例
（北越急行ほくほく線）

②コスト縮減・工期短縮取組事例
（ＪＲ北海道宗谷線）

①コスト縮減の取組事例
（北越急行ほくほく線）

①コスト縮減・工期短縮の取組事例
（ＪＲ北海道宗谷線）

【国交】耐用年数を超えて

使用し、又は老朽化が
認められ、予防保全が
必要な青函トンネル施設
約180か所）の老朽化対
策の完了率（③）
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【【８８】予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策【国土交通省】 （３／４）

４．整備効果事例

①効果事例の概要（全国的な状況）

3

ライフサイクルコスト低減

経過年数

要求性能

従来の方策 長寿命化の
改良方策

経過年数

従来の維持管理方策

長寿命化の
改良方策

長寿命化
のコスト

従来のコスト

従来の耐用年数
長寿命化の
耐用年数

覆工コンクリートの劣化・漏水
繊維シート貼付

５か年加速化対策期間において、約１１５箇所で、下記対策を実施済（令和５年度末時点）。

【概要】
令和元年度までの施設検査の結果、耐用年数を超えて使用している又は老朽化が認められる施設の長寿命化に資する鉄道施設の補強・改良を実施する。

【実施内容】
将来的な維持管理費用を低減し、長寿命化に資する鉄道施設の改良・補修を実施。

【整備効果】
老朽化が進む鉄道の橋梁やトンネルの適切な維持管理・更新を推進し、鉄道利用者の安全確保及び鉄道の安全・安定輸送の確保が図られる。

【【８８】予防保全に基づいた鉄道施設の老朽化対策【国土交通省】 （４／４）

4

４．整備効果事例

②効果事例の概要（個別地域の例）

鉄道施設の老朽化の進行状況を踏まえ指標の見直しを行っているところ、今後、策定される予定の実施中期計画に基づき、見直し後の目標達成に向け、引き続き、着実
に予防保全の取組を推進していく必要がある。
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橋梁の平均年齢
約６０年

トンネルの平均年齢
約６０年

橋梁、トンネルの
平均年齢は６０年以上

鉄道の橋りょうやトンネル等は、建設から50年以上経過するも
のも多く、老朽化が進行。 初期費用はかかるものの、

・従来より腐食防止効果の高い工法による保守を実施
・耐用年数の長い工法によりライフサイクルコストを削減

■アイジーアールいわて銀河鉄道の橋りょうやトンネル等については、建設から50年以上経過するものも多く、これらの鉄道施設に対する老朽化対策を実施。
■橋梁の長寿命化により、構造物の健全度向上のみならず、ライフサイクルコストの削減が図られる。
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